障害者自立支援法の円滑な施行について(緊急要望)

平成１７年７月
障害者自立支援法（案）に基づく障害保健福祉施策の改革に当たっては、障害者の自己決定を尊重し利用者本位のサービスを提供するという「支援費制度」の理念を継承し、現行のサーピス水準を後退させることなく、障害者の自立支援のさらなる向上を図ることが不可欠です。
今般の制度改革は、障害当事者や地方公共団体等に与える影響が極めて大きいことから、円滑な制度の導入を図るために、適切な準備期間を確保した上で、地方公共団体や障害者団体等関係者の意見と障害者の地域生活の実情を十分に踏まえていただくとともに、下記の事項について強く要望いたします。
１　障害者の福祉サービスの一元化について
（１）障害の種別に関わらない福祉サービヌの一元的な提供という制度改革の理念を

照らし、発達障害者、高次脳機能障害者、難病患者等について、将来的に自立支
援給付や地域生活支援事業などの対象に含めることについて積極的な検討を進め
られたい。
（２）現在、支援費制度の対象外となっている精神障害者については、制度の一元化に
際して生活訓練的な意味合いを有するホームヘルプサービスや日中活動の有無を
入居要件としないグループホーム等、精神障害者の状態を十分踏まえた自立支援策
を講じること。
また、精神障害者を対象とする障害福祉サーピス事業者や相談支援事業者の確保
と質の向上等を図り、早期に身体障害者や知的障害者と同水準の福祉サービスが
提供できるよう、特段の措置を講じること。
２　サービス体系の再編について

サービス体系の再編にあたっては、現行のサーピス水準の維持・向上を図り、障害者のニーズと自己決定を尊重した柔軟なサービス提供が可能となるよう、特段の配慮を行うこと。
（１）介護給付及び訓練等給付に係る費用負担については、重度障害者等の地域での
自立した生活を保障するため、障害程度区分ごとに決められる標準的サーピス量を国庫負担の上限（基準額）とせず、国として応分の負担をすること。
（２）地域生活支援事業の創設については、障害者の地域での自立と社会参加を保障
するため、情報技術（ＩＴ）の利用促進やスポーツ・文化芸術活動の振興なども
含め、障害者の幅広いニーズに対応するとともに、地方における事業の円滑な実施を担保するため、現行の補助水準の維持・向上を図り、必要なサーピスを提供できる十分な財政措置を講じること。
また、相談支援の再編に際しては、障害者ピアカクンセリング等のこれまでの
事業内容を継続して実施できるよう、必要な措置を講じること。
（3） 移動介護の再編に際しては、社会生活上の必要性を踏まえ、対象となる障害
者の範囲を拡大するとともに、施設入所者の外出時の利用も新制度の対象に含
めること。
（4）短期入所の再編に際しては、障害種別にかかわらない共通の制度として、日中
受入れを対象に含め、送迎加算を創設するとともに、精神障害者自身の事情によ
る利用も認めること。
　　　また、医療的ケアを要する利用者については、障害者の実情を踏まえ、介護給　　　　　　　 　　

付費の単価基準の設定に特段の配慮を行うこと。
（５）グループホームの再編に際しては、新制度における定員や給付水準等によって
入居者の居住権や自立に影響を与えることのないよう、現行の給付水準等の維
持・向上を図るとともに、入居者のニーズに応じてホームヘルプサーピスや移動
支援サービスを利用できるよう、特段の措置を講じること。
　　　また、新制度の対象に身体障害者も含め、精神障誉者の自活要件を撤廃するな
ど、障害種別にかかわらない共通の制度とすること。
　　　さらに、施設等から地域へ移行する上でのグループホームが有する重要性に鑑
み、特に開設初年度の設備整備の補助制度を創設されたい.

（６）施設体系の再編に際して、特に、訓練等給付費事業については、所要のプログ
ラムが終了した後であっても、支援を必要とする障害者に対しては、引き続き十
分な訓練等給付を提供できる制度とすること。
　　　また小規模通所授産施設や法定外の小規模作業所が、新たな事業体系に円滑に
移行できるよう、特段の措置を講じるとともに、小規模作業所に対する国の補助
制度を継続すること。
　　　さらに、新体系への移行後においても、税源移譲が実現するまでの関は改築・
改修を含め施設整備に係る財源措置に十分な配慮を講じられたい。
３　給付の手続きについて
（1）障害程度区分の認定や行動援護の対象者の判定等に係る各種基準の設定に当た
っては、自立支援の観点から障害者の人権に十分配慮すること。
（2）申請から給付に至るまでの一連の手続きにおいて、利用者への迅速なサービス
提供が可能となるよう、十分配慮すること。　
（3）障害者に対するケアマネジメントは障害者が求める地域生活を支援する手法で
あり、相談機能と相まって重要な機能であることから、障害者ケアマネジメント
従事者の資格要件など、その実施に当たっては地方公共団体など関係者の意見を
十分に踏まえること。
４　利用者負担への適切な配慮と障害者の収入確保について
（1）障害福祉サービス及び補装具における定率負担の導入に当たっては、障害者が
必要なサービスを確実に利用することができるよう、障害者の生活実態を十分に

考慮の上、利用者本人の所得に着目することを基本として、負担上限額や減免制
度の設定を行うなど、低所得者に配慮したきめ細かな負担軽減策を講じること。
（2）自立支援医療については、手続きの簡素化や障害者に対する適正な医療の提供
が確保できる制度とするとともに、制度の実施に当たっては、当事者やその家族、

関係機関の理解を得られるよう努め、円滑な実施に配慮されたい。
（3）障害者の収入確保に向けた実効性のある就労支援策の具体化を早急に図り、

税源移譲が実現するまでの間は国において十分な財源措置を講じること.
（4）地域生活支援事業に関わる自己負担については、市町村が決定することとして
いるが、障害者の社会参加の促進を図る観点から、国庫補助基準等の策定に当た
っては、市町村が定率負担を求めざるを得ないものとならないよう配慮されたい。

５　大都市特例の適用除外等について

大都市特例の廃止に伴う政令市及び中核市から都道府県への事務の移管や、財源
構成の見直しについて、都道府県の財政等に及ぼす影響を踏まえ、十分な財政措置
を講じること。 
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